
名古屋国税局からのお知らせ 

 

国税局では、納税者の皆様から、申告期限等の前に「具体的な取引等に係る税務

上の取扱い」に関して、文書による回答を求める旨の照会があった場合に、一定の

要件の下に、文書により回答するとともに、同様の取引等を行う他の納税者の予測

可能性の向上に役立てていただくために、その照会及び回答の内容を国税庁ホーム

ページで公表しています。 

 

   

                         

  

 

文書回答手続について調べるには、国税庁ホームページの 

特設サイトが便利です。（こちらからアクセスできます。） 

その他ご不明な点は、名古屋国税局課税第一部審理課 

【052－951－3511（内線）4814・4815】までお問い合わせください。 

免税事業者も含めたインボイス制度の創設を !
豊橋支部　大和　正治

10月１日から適格請求書等保存方式（インボ
イス制度）が開始された。これによって最も甚大
な影響を被るのは、年間売上高千万円以下（消費
税法第９条）の小規模事業者（免税事業者）である。
公正取引委員会は過ぐる５月「インボイス制度の
実施に関連した注意事例」を公表し「課税事業者が、
免税事業者に対し課税事業者にならなければ取引
価格を引き下げるとか、それにも応じなければ取
引を打ち切ることにするなどと一方的に通告する
ことは、独占禁止法上又は下請法上、問題となる」
との考え方を示した。そこに列挙された取引の相
手方は、フリーランスの代表的な職種（イラスト
レーター等）であり年間売上高千万円以下の人た
ちである。立法者は令和５年度税制改正において
免税事業者がインボイス発行事業者を選択した場
合、納税額を売上税額の２割とする３年間の経過
措置を設けたが、事務処理能力に劣る免税事業者
に煩瑣、複雑な消費税申告書を作成させるのは酷
のように思われる。インボイス制度導入を急ぐあ
まり、手段と目的とを混同してしまった感がある。

法は免税事業者を措定し納税義務を免除しておき
ながら、インボイス制度の導入によってそれを反
故にしようとしているが、これは平等でない者を
平等に扱おうとしているように思われ、不平等の
極みと言ってもよいだろう。免税事業者が年間売
上高千万円超の子供から大人に成長するまで待つ
べきだろう。
制度的には事業者登録制度をすべての事業者を
対象として、適格事業者（T＋13桁）と非適格事業
者（NT＋13桁）に分類する等、前者同士の取引に
ついてはインボイス方式として、前者と後者との
取引については帳簿（アカウント）方式とし、今ま
で通り帳簿等に記帳することによって仕入税額控
除が受けられることにする。これによって後者を
取引から排除する必要はないことになろう。
租税は憲法第29条によって保障される財産権
の侵害を許している。そうであれば立法者に求め
られるのは「謙抑さ」ではなかろうか。
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